
○教材の開発・作成など教員の授業 

  準備をサポート 
 

○校長経験者による新人 

  教員への授業指導 
 

○子供の体験活動の実施への支援 

 

○中学校における部活動指導支援 

≪事業の概要≫ 
 ○概算要求：１０，０００人⇒１２，０００人(義務教育諸学校分：１０,８００人、高等学校分：１，２００人) 

 ○都道府県・政令市が実施する下記のような取組を行うサポートスタッフ(非常勤)の配置事業に要する経費の１／３以内を補助 

多彩な人材の参画による学校の教育力向上 
～補習等のための指導員等派遣事業～   

 《平成28年度概算要求額：49億円 対前年度8億円増》 

 学校生活適応への支援 

○不登校・中途退学への対応 

 ⇒不登校の児童生徒宅への家庭訪問 

 ⇒保健室登校の児童生徒に対する補習授業や教育相談 

  

○いじめへの対応 

 ⇒いじめに悩む児童生徒の相談対応     等 

 多彩な人材（退職教職員、教員志望の大学生など）がサポートスタッフとして学校の教育活動に参画する取組を支援 

その他 
（教員の指導力向上、教員業務支援等） 

児童生徒の学習サポート 

○補習や発展的な学習への対応 

 ⇒理解が十分でない児童生徒への放課後などを 

   使った補習授業 

 ⇒習熟度別少人数指導、ティームティーチング 

      など、理解度に差のつきやすい授業に加わり、 

   サポート 

        

○小学校における英語指導への対応 

  ⇒専門性が高い非常勤講師や英語が堪能な人材 

    が授業を支援 
 

○外国人児童生徒等の学力向上への取組 

 ⇒日本語を上手に話せない児童生徒への指導、 

     国語等の教科を理解できるようサポート 等 

進路指導・キャリア教育  

○キャリア教育支援 

  ⇒地元企業でのインターンシップ実施のための 

    連絡調整 
 

○就職支援 

  ⇒地元の企業との連携や、新規の 

    就職先の開拓    等 

サポートスタッフがいてくれ
ることで、一人一人に合った
きめ細かい支援ができるね 

教員とサポートスタッフの 
連携により、学校教育活動
が一層充実！ 
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学校と地域の連携 
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○多くの地域の人々が学校に関わるようになれば、より豊かな子どもの学びが生まれ
る。 

○子どもの成長とともに大人達の成長を促し、地域の絆を強めていくことは、 
 「地域が良くなれば学校が良くなる」という好循環を生み出す。 

子供や学校の抱える課題の解決、未来を担う子供たちの豊かな成長のためには、 
社会総掛かりでの教育の実現が不可欠 

地域との連携を担う教職員について 

学校における地域連携推進の業務及びその担当を明確化することにより、地域の力を生かした 
学校教育の充実を図るとともに、学校全体の負担を軽減し、マネジメント力の向上を図ることが重要。 

 

 

地域との連携を担う教職員の役割の例 

○校内・学校間（校区内）・教育委員会との連絡・調整 

○校内教職員等の支援ニーズの把握・調整 

○学校支援活動の運営・企画・総括 

○地域との連携に係る研修の企画・実施、先進校の視察   など 

この他、従来、各教員がそれぞれ携わっていた以下の業務を担うことにより、 

地域との連携に係る学校全体の負担軽減が図られることが期待される。 
 

 ・地域住民、保護者、関係機関等との総合窓口 

 ・地域住民等が参加する授業等の調整等（キャリア教育等の総合的な学習そのもののサポート等） 

 ・地域住民・保護者アンケートの作成・集計   など 122 



 

今後の地方教育行政の在り方について（答申）（平成25年12月13日中央教育審議会） 
 

３．学校と教育行政、保護者・地域住民との関係の在り方について 
（２）地域とともにある学校づくりの推進方策 
①国の取組について 
 教職員等の体制を充実すべきとの意見もあり、地域との連携・協働の担当の配置を促すなど、組織的・継続的な取組に向けた支援が必要で
ある。（略） 

地域との連携を担う教職員の位置づけに関する答申等（抜粋） 

 

コミュニティ・スクールを核とした地域とともにある学校づくりの一層の推進に向けて（報告） 
（平成27年３月コミュニティ・スクールの推進等に関する調査研究協力者会議） 

 

Ⅳ コミュニティ・スクールの拡大・充実のための推進方策（提言） 
（２）学校の組織としての総合的なマネジメント力の強化 
○ 継続的な取組や多くの地域の人々の参画を促していくためには、学校と地域の人々が全体として目標を共有し、役割 分担を進めながら、 
取組にふさわしい組織的な体制を構築していく必要があり、学校組織の中で学校と地域の人々をつなぐ役割を担うコーディネート機能の充
実が重要となる。（略） 
【推進のための具体的方策】 
＜地域連携を担当する教職員の明確化等教職員体制の整備＞ 
◇ 全ての学校において、地域との連携・協働の機能を校務分掌で明確に位置づけ、地域との連携・協働の中核となる教職員の配置を促した
り、地域人材を地域連携推進員として校内に配置するなど、地域とともにある学校としての組織的・継続的な体制強化を促すこととし、
そのために必要な制度面の検討も行う。その際、社会教育主事有資格者の活用も促す。 
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新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について（審議のまと
め）              （平成27年１０月中央教育審議会初等中等教育分科会地域とともにある学校の在り方に関する作業部会等） 

第２章 これからのコミュニティ・スクールの在り方と総合的な推進方策について 
 第３節 コミュニティ・スクールの総合的な推進方策について 
 １．コミュニティ・スクールの拡大・充実のための推進方策 
 （２）学校の組織としての総合的なマネジメント力の強化 
 ◆国は、地域とともにある学校の組織としての総合的なマネジメント力の強化を図るため、以下の取組を一層推進する。 
 ＜地域連携を担当する教職員の明確化等教職員体制の整備＞ 
 ・国は、学校と地域の信頼関係を構築し、地域の力を生かした学校教育の充実や、学校全体の負担軽減、マネジメント力の向上を図るた
め、  
  学校内において地域との連携の推進を担当する教職員を法令上明確化し、校内体制の整備を図る。この際、社会教育主事有資格者の活用 
  を図ることも検討する。（略） 

差替え 
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文部科学省調べ（Ｈ２７．５） 

【都道府県市（小学校・中学校）（N=67）】 

① 教育委員

会規則等等で

位置づけ 
14 

20.9% 

② 明確な位

置づけはな

い。 
46 

68.7% 

③ その他 
7 

10.4% 

【都道府県市（高等学校・特別支援学校）（N=66）】 

① 教育委員

会規則等等で

位置づけ 
9 

13.6% 

② 明確な位

置づけはな

い。 
49 

74.2% 

③ その他 
8 

12.1% 

【調査対象市区町村（N=329）】 

① 都道府県の

規則等に基づき、

市区町村の規則

等で位置づけ 

56 
17.0% 

② 都道府県の

規則等に規定が

ないため、市区町

村の規則等で位

置づけ 

18 
5.5% 

③ 都道府県の

規則等にも市区

町村の規則等に

も明確な位置づけ

はない。 

244 
74.2% 

④ その他 

11 
3.3% 

【調査対象学校（N=674）】 

① 規則等に基づ

き、校務分掌上の

位置づけを行い、

特定の教職員等

が担当 

175 
26.0% 

② 規則等には規

定はないが、学校

の方針として校務

分掌上の位置づ

けを行い、特定の

教職員等が担当 
300 … 

③ 明確な位置づ

けはない。  

188 
27.9% 

④ その他 

11 
1.6% 

地域との連携を担う教職員の教育委員会規則等での位置付け  
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■地域の特性を生かした教育活動を生涯学習の視点から効果的・効率的に展開するため、平成26年度より、 
 社会教育主事有資格者をはじめ、地域連携の中心となる教員を明確化。校長が指名し、校務分掌に位置づけ。 
 

＜地域連携担当教員の役割＞                            ＜期待される取組例＞                        

○地域と連携した取組の総合調整に関すること【総合調整】 
⇒地域連携に関する計画表の作成、研修の実施等 
 

○地域と連携した取組の連絡調整や情報収集等に関すること【連絡調整】 
⇒地域人材（学校支援ボランティア等）の受け入れに関する連絡調整等 
 

○地域と連携した取組の充実に関すること【企画・支援】 
⇒地域と連携した活動のプログラムの企画・運営支援等   など 

栃木県教育委員会 

地域との連携担当して教員を位置づけている事例 

○校内の地域連携情報の集約、 
○全体計画の作成・提示、校内研修計画の作成・実施、 
○地域（地域コーディネーター、学校支援ボランティア、PTA等） 
 との情報交換   など 

岡山県教育委員会 

■成24年度から県内公立小・中・高・特別支援学校の校務分掌に「地域連携担当」を位置づけ、 
 学校の窓口を明確化。県総合教育センターの研修等により、資質能力の向上を推進。 
 

 
＜地域連携担当教員の役割＞                     

○地域と学校の情報共有 
○地域活動への参加 
○ゲストティーチャーや地域学習の実施  など 

仙台市教育委員会 

■地域住民、社会教育関係団体やボランティア団体等との連携や連絡調整に関することを担当し、 
 学校と地域をつなぐ窓口となる地域連携担当教員を市内全小・中・中等教育学校に配置。 
 

＜地域連携担当教員の役割＞                     

※市教委から委嘱された嘱託社会教育主事が、 
 学校において地域連携担当教員をサポートし、 
 教育活動の充実や地域の活性化を推進。 

家庭 

地域連携担当教員 
（校務分掌に位置づけ） 

学校 地域 

嘱託社会 

教育主事 
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■平成18年以降、コミュニティ・スクールを導入し、平成23年は、地域とともにある学校づくり推進体制が整ったことを機に、 
文部科学省委託事業を取り入れ、事務職員を配置し、コミュニティ・スクールの取組を推進。 
 

 

＜事務職員の役割＞                               ＜取組による主な成果＞ 
 

地域との連携担当として事務職員を位置づけている事例 

○教員の業務の整理 
○コミュニティ・スクールの積極的な運用と学校・地域の連携促進 
 ・コミュニティ・スクール関連業務にかかる連絡調整業務のとりまとめ 
 ・学習支援ボランティアや生徒ボランティアのコーディネート 
 ・情報発信（学校だより発行、ＨＰによる公開） 
○学校体制の見直し  など 

○校間や地域との連携が円滑化 
○教員の授業準備時間の増加 
○予算確保や予算執行の円滑化 
○定期的な情報発信 

鳥取県南部町教育委員会 

■クラス担任や担当教科を持つ教職員よりも、学校全体を見渡して物事に取り組みやすいという観点から、 
 学校事務職員がコミュニティ・スクール運営における中心的役割を担当。 
 

＜事務職員の役割＞             

○コミュニティ・スクールに関する研修会の企画・開催 
○コミュニティ・スクール連絡協議会の運営（熟議の企画・開催等） 
○地域と学校の関係性に関する調査の企画・調整   など 

徳島県東みよし町教育委員会 

■学校事務職員が組織内のトータルプロデューサーとして学校運営に参画し、学校事務を組織的に進める取組を推進。 
 

＜事務職員の役割＞                                         

○学校と地域をつなぐコーディネーター 
 ・学校運営協議会の連絡・調整、学校支援推進部の組織づくりと活動支援 
 ・ボランティア活動による学校支援コーディネート体制の構築 
○学校情報の適切な提供（自治会掲示板の活用、協議会だより等の発行） など 

滋賀県長浜市湯田小学校 

ボランティアのシフト表 
学校情報の速やかな提供 

（ブログの発信） 126 



●学校運営に関する意見を教育委  

 員会又は校長に述べられます。 
 

・「挨拶の指導に力を入れて欲しい」、 

 「地域に協力を求めて欲しい」、 
 「学校予算を増やして欲しい」など 

●教職員の任用に関して教育委員 

 会に意見が述べられます。 
 

・「若手の先生、体育が得意な先生が必 

 要」、「Ａ校長やＢ先生に次年度も残 
 って欲しい」など  

●校長の作成する学校運営の基本方針を 

 承認します。 
 

・校長と共に、保護者や地域住民等が責任をもっ 

 て学校運営に参画すること、校長が作成する学 

 校運営の基本的な方針に保護者や地域住民等の 
 意向を反映させるために行うもの。 

 
学校運営
協議会の
主な役割 

都道府県 

教育委員会 

教職員の任用 

委員：保護者、地域の皆さん、教育委員会、 
   校長など 

市区町村 
教育委員会 

学校の指定 

委員の任命 

学校運営 
の 

基本方針 

学校運営 
・ 

教育活動 

（学校運営協議会   

 の意見を尊重） 

 

 
 

コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の役割 
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4４都道府県内  ２,３８９校 （平成2７年４月現在） 

（幼稚園95,小学校1564,中学校707,高等学校13,特別支援学校10） 

コミュニティ・スクールの学校設置者数： 

 ５道県２３５市区町村 

コミュニティ・スクール 
指定校の割合(小中学校) 

 

          指定無し・・・ 
 (全国平均)4.9%未満・・・ 
        10%未満・・・ 
        10%以上・・・ 
        20%以上・・・ 

※沖縄県は地図を拡大しています。 

※ここでいうコミュニティ・スクールは、「地方教育行
政の組織及び運営に関する法律」第47条の5に規定され
た学校運営協議会が置かれた学校を指す。 

2389 

1919 

1570 

1183 

789 

629 

475 

341 

197 

53 

17 

0 500 1000 1500 2000 2500

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

235 

187 

153 

122 

99 

82 

72 

63 

41 

15 

6 

0 50 100 150 200 250

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

目標：５年間（H24-28年度）で、コミュニ
ティ・スクールの数を全公立小中学校の１割（約
3,000校）に拡大 

コミュニティ・スクールの現状 
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「平成23年度コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取り組みの成果検証に係る調査研究報告書」日本大学文理学部 

92.6 

87.7 

84.0 

83.0 

82.6 

82.6 

80.6 

77.4 

76.1 

63.8 

63.8 

56.3 

51.4 

50.5 

46.5 

42.7 

36.2 

32.8 

22.9 

19.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学校と地域が情報を共有するようになった 

地域が学校に協力的になった 

地域と連携した取組が組織的に行えるようになった 

特色ある学校づくりが進んだ 

学校関係者評価が効果的に行えるようになった 

学校に対する保護者や地域の理解が深まった 

保護者・地域の学校支援活動が活発になった 

教職員の意識改革が進んだ 

学校が活性化した 

教育課程の改善・充実が図られた 

保護者が学校に協力的になった 

地域の教育力が上がった 

地域が活性化した 

児童生徒の学習意欲が高まった 

保護者や地域からの苦情が減った 

いじめ・不登校・暴力など生徒指導の課題が解決した 

児童生徒の学力が向上した 

家庭の教育力が上がった 

適切な教員人事がなされた 

教職員が子どもと向き合う時間が増えた 

 
※「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計 

地域連携に関する成果認識が高く、特色ある学校づくり、教職員の意識改革など学校運営に関する
成果認識と続く。 

コミュニティ・スクールの成果認識（指定校） 
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地域とともにある 
学校運営 

補助率：国  1/3 
※学校を核とした地域力強化プランの１メニュー。 

・学校運営の基本方針の承認（必須） 
・学校運営に関する意見（任意） 
・教職員の任用に関する意見（任意） のほか、 
・学校支援活動等の総合的な企画・調整、学校関係者評価の基本 
 方針の検討など、学校運営に関する全体的な協議を行う場に 

学校運営協議会 学校支援地域本部等 

学校と地域、学校と放課後のつなぎ役 

活動への
反映 

参画 

学校運営協議会の機能と、学校支援や学校関係者評価等の機能を一体的に推進するこ
とで、学校運営の改善を果たすＰＤＣＡサイクルを確立 

 学校関係者評価の実施 

学校関係者評価 

導入の促進 

•コミュニティ・スクール導入を目指す地
域における組織や運営体制づくり 

•390市区町村 

取組の充実 

•コミュニティ・スクール導入後における
運営体制づくり（ＣＳディレクター配置を
含む） 

•150市区町村       

研修の充実 

•学校運営協議会委員の研修等への支援 

•都道府県・政令市・中核市：112箇所 

地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等が主体となり、ＰＴ
Ａや地域人材の参画を得て、各々の

組織・場で取組を実践 

学校の支援活動 
（学習・部活動等支援、環境整備等） 

放課後の支援活動 
（放課後子供教室）  

 家庭教育支援 等 

 土曜授業・学習支援 等 

地域コーディネーター 

※1 補助については、都道府県の判断により、間接補助とすることも可能。その場合、都道府県、市区町村が1/3ずつ負担。 
※2 CSディレクター：コミュニティ・スクールの運営や学校種間の調整、分野横断的な活動の総合調整など統括的な立場で調整等を行う地域人材。 
※ 小中一貫型小・中学校においても、本事業への申請が可能。 

※2 

※1 

※別途、教員・事務職員加配措置あり 

コミュニティ・スクール導入等促進事業 平成28年度要求額166百万円    
（平成27年度予算額157百万円） 

差替え 
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学校支援地域本部 学校 

支援内容や方針等についての合意形成（関係者により構成される協議会など） 

     （地域）コーディネーター 

地域住民等 

学校支援ボランティア 

地域住民や児童生徒の保護者、学生、 

社会教育団体、NPO、企業など地域全体で活動に参画・協力 

教員 

教頭・主幹教諭等、 

学校側の窓口 

学校教育活動 

（活動の企画、学校・地域との連絡・調整） 

参  画 

地域で学校を支援する仕組みづくりを促進し、子供たちの学びを支援するだけでなく、地域住民の生涯 

学習・自己実現に資するとともに、活動を通じて地域のつながり・絆を強化し、地域の教育力の向上を図る 

地域住民等の参画により、学校の教育活動を支援する仕組み（本部）をつくり、様々な学校支援活動を実施 
 <H26年度実施状況>3,746本部 （小学校6,244校 中学校2,814校（全公立小・中学校の30％））  

【活動の例】 

○学習支援（地域未来塾）※原則無料 

○授業補助 

○部活動支援（部活動の指導補助） 

○環境整備 

 （図書室や校庭などの校内環境整備） 

○学校行事支援 

 （会場設営や運営等の補助） 

○子供の安全確保 

 （登下校時の通学路における見守り等） 

支援・協力依頼 

学校支援活動 
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学校支援地域本部  



３，７４６本部 

 小学校 ６，２４４校 

 中学校 ２，８１４校 

 高等学校     ３０校 

 特別支援学校 ５４校 

実施学校数（公立学校） 

計 ９，０５８校 
（全公立小・中学校の約３０％をカバー） 

 
 

● 約１４，６００人 
● １学校あたり平均人数：１．６人 
● １本部あたり平均人数：３．９人 

実施本部数 

（文部科学省調査） 

学校支援地域本部に関わる 
コーディネーターの状況 

（１本部あたり平均２．４校） 
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平成２６年度「学校支援地域本部」の実施状況 



設置なし 

 

１～１９％ 

 

２０～３９％ 

 

４０～５９％ 

 

６０～７９％ 

 

８０％～ 

札幌市 
旭川市 

函館市 

仙台市 

さいたま市 

千葉市 

横浜市 

川崎市 

新潟市 

京都市 

大阪市 

福岡市 

熊本市 

広島市 

青森市 

盛岡市 

秋田市 

郡山市 

宇都宮市 

前橋市 

高崎市 

川越市 

船橋市 柏市 

富山市 

金沢市 

長野市 岐阜市 

豊橋市 

岡崎市 

豊田市 
東大阪市 

枚方市 

豊中市 

姫路市 

尼崎市 西宮市 

和歌山市 

福山市 

高松市 松山市 

高知市 

久留米市 

長崎市 

大分市 

宮崎市 

鹿児島市 

那覇市 

横須賀市 

いわき市 

大津市 

北九州市 

下関市 

静岡市 

倉敷市 

岡山市 

堺市 

高槻市 

神戸市 

   ※公立小中学校における実施 
   ※「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」を活用 
＊被災3県は「学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業」を活用 

（全国平均 

３０％） 

奈良市 

名古屋市 

相模原市 
浜松市 
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平成２６年度『学校支援地域本部』の実施状況   



学校・家庭・地域の連携協力推進事業 

〈市 町 村〉 運営委員会 

○域内の他事業との連携や教育支援活動の在り方の検討 

○スクールヘルスリーダーによる子供の健康等に関する指導助言 等 

国        1/3 

都道府県  1/3 

市町村  1/3 

【補助率】 

 近年、子供を取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子供たちを健やかに育むためには、学校、家庭及び地域住民等がそれぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域
全体で教育に取り組む体制づくりを目指す必要がある。 

 そのため、学校と地域を繋ぐコーディネーターが中心となり、地域住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校支援地域本部、地域未来塾、放課後子供教
室、家庭教育支援、地域ぐるみの学校安全体制の整備、スクールヘルスリーダー派遣などの学校・家庭・地域の連携協力による様々な取組を推進し、社会全体の教育力の向上及
び地域の活性化を図る。特に、中学生・高校生等を対象に大学生や教員OBなど地域住民の協力やICTの活用等による原則無料の学習 

支援（地域未来塾）を充実させる。また、女性の活躍推進を阻む「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、放課後子ども総合プランに基づき、放
課後児童クラブと一体型の放課後子供教室を計画的に整備し、厚生労働省と連携した総合的な放課後対策をより一層充実させる。 

平成２８年度要求・要望額 7,027百万円  

   

 ・活動拠点(居場所)の確保  

 ・放課後等の学習指導  

 ・自然体験活動支援 

 ・文化活動支援 など 

 

 家庭教育支援員の配置 

 ・家庭教育支援チームによる相談や支援 

 ・親への学習機会の提供など 

放
課
後
子
供
教
室 

家
庭
教
育
支
援 

 

 

 

 

学校の教育活動を充実 

 ・企業、地域とマッチング 

 ・取組の質の向上 

 

学校 

（教職員） 

地域の 

多様な人材 

家庭 

（保護者） 

   地域コーディネーター 
  配置促進及び機能強化 

 ・授業等の学習補助 

 ・部活動指導補助 

 ・学校行事支援 

 ・学校環境整備 

 ・登下校の見守り等 

 

学
校
支
援
地
域
本
部 

地域人材等の参画 

・スクールガードリーダーによる 

 学校安全体制の整備等 

 

多様な教育支援活動の実施 
 

家
庭
教
育
支
援
員 

  学習が遅れがちなどの中学生・高校生等を 

  対象とした地域住民の協力やICTの活用等 

  による原則無料の学習支援の充実 

放課後児童クラブとの一体型を中心とする放
課後子ども総合プランの推進 

地域の実情に応じて有機的に組み合わせて実施可能 

学校・家庭・地域が連携して地域社会全体で教育支援活動を実施し、地域コミュニティを活性化 

重点
施策 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ 

連携 

（厚労省） 

    （平成２７年度予算額 5,079百万円）  

地
域
未
来
塾 

4,000箇所 

3,600箇所 

15,500箇所 

1,000箇所 

1,800箇所 

重点
施策 

教
育
活
動
推
進
員
・
学
習
支
援
員 

多
数
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等 

地域コーディネーターの全国配置を促進（量的拡充）   

コーディネートの機能強化  

統括コーディネーターを配置 
未実施地域における取組実施を加速化するとともに、 

地域コーディネーターの資質や取組の質の向上を図る 

重点
施策 

重点
施策 

○教育委員会と福祉部局の連携方策 

○地域の協力者の人材確保方策の検討 等 

〈学校〉  活動主体 

〈都道府県〉 推進委員会 

差替え 
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